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太陽光発電承ります
まずはご相談ください
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講
演
会
・
セ
ミ
ナ
ー
の
開
催
情
報
は
に
い
つ
ホ
ッ
ト
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
や
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
ご
確
認
い
た
だ
け
ま
す

相談所コーナー

金融情報（主な制度融資のご案内）

平成27年６月22日現在

　

去
る
６
月
17
日

（水）
、
事
業

委
員
会
の
企
画
に
よ
る
事
業

所
訪
問
を
実
施
し
、
11
名
が

参
加
致
し
ま
し
た
。

　

今
回
は
㈱
イ
シ
カ
ワ
様
を

訪
問
し
ま
し
た
。

　

は
じ
め
に
荻
川
に
あ
る
モ

デ
ル
ハ
ウ
ス
の
見
学
を
お
こ

な
い
ま
し
た
。
本
社
に
戻
り
、

石
川
社
長
よ
り
会
社
の
概
要

や
事
業
内
容
を
聞
き
、
設
計

部
の
方
か
ら
Ｃ
Ａ
Ｄ
を
使
っ

て
住
宅
を
設
計
す
る
様
子
を

見
せ
て
頂
き
ま
し
た
。
親
戚

や
社
員
の
反
対
の
中
、
住
宅

建
築
を
手
が
け
は
じ
め
る
よ

う
に
な
っ
て
か
ら
、
県
内
ナ

ン
バ
ー
ワ
ン
の
着
工
棟
数
を

誇
る
ま
で
に
至
っ
た
道
の
り

を
石
川
社
長
よ
り
直
接
お
聴

き
す
る
こ
と
が
で
き
、
大
変

有
意
義
で
刺
激
的
な
視
察
訪

問
と
な
り
ま
し
た
。

　

帰
り
に
は
会
社
に
飾
っ
て

あ
る
片
桐
副
社
長
の
趣
味
の

刺
繍
を
見
せ
て
頂
き
、
た
く

さ
ん
の
可
愛
い
刺
繍
に
心
が

癒
さ
れ
ま
し
た
。

　

ご
協
力
頂
き
ま
し
た
㈱
イ

シ
カ
ワ
様
、
大
変
有
難
う
ご

ざ
い
ま
し
た
。

制度名 貸付限度額 使途 返済期間 申込先

2,000万円
運転
設備

７年以内
１０年以内

4,800万円
運転
設備

７年以内
１０年以内

4,800万円
運転
設備

８年以内
１５年以内

1,000万円
運転
設備

５年以内
７年以内

2,000万円
運転
設備

５年以内
※5年超あり

700万円 運転 ６ヶ月以内

3,000万円 既往市制度融資
借入金の返済 １０年以内

経営改善貸付

普通貸付

セーフティネット貸付

地方産業育成資金

一般融資

夏期・年末資金

中小企業資金繰り円
滑化借替融資

中小企業開業資金
（一般開業）

500万円
運転
設備

７年以内
１０年以内

利率

基準利率
1.30％～2.90％

基準利率
　　1.30％～2.55％

信保付 1.7％～1.9％
その他 2.20％

信保付
その他

信保付
その他

1.75％
2.25％

５年以内

1.90％

５年超
2.05％
2.25％

日
本
政
策
金
融
公
庫

※経営改善貸付は、無担保・無保証人融資制度です。（通称：マル経融資）
融資対象者は、下記の要件を全て満たした方のみとなります。

①原則として６ヶ月以上、商工会議所の経営指導を受けている方

②最近１年以上、新潟市秋葉区(新津地域)内で事業を営んでいる方

③常時使用する従業員が商業・飲食業・サービス業では５人以下（宿泊業及び娯楽業は２０人以下）、製造業・

その他業種では２０人以下の法人・個人事業主の方

④所得税、法人税等の納期到来分の税金を完納されている方

新　
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市

新
津
商
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会
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日
本
政
策
金
融
公
庫
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㈱
イ
シ
カ
ワ
様
へ
視
察
訪
問
を
実
施

女
性
会
だ
よ
り

日
本
年
金
機
構
か
ら
の
お
知
ら
せ

日
本
年
金
機
構
か
ら
の
お
知
ら
せ

◆「
賞
与
支
払
届
」の
提
出
を

　

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

お
忘
れ
な
く
！

●
被
保
険
者
に
賞
与
を
支
給

し
た
と
き
は
、
支
払
っ
た
日

か
ら
５
日
以
内
に
「
賞
与
支

払
届
」（
紙
ま
た
は
Ｃ
Ｄ
な
ど

の
磁
気
媒
体
で
作
成
）と
「
賞

与
支
払
届
総
括
表
」（
紙
で
作

成
）
の
提
出
が
必
要
で
す
。

●
保
険
料
の
計
算
は
、「
標
準

賞
与
額
」（
支
給
額
の
１
，０
０
０

円
未
満
を
切
り
捨
て
た
額
）

に
直
接
、
保
険
料
率
を
乗
じ

て
計
算
す
る
こ
と
に
な
り
ま

す
。

●
賞
与
支
払
予
定
月
に
支
払

い
が
無
か
っ
た
場
合
は
、「
賞

与
支
払
届
総
括
表
」
の
み
ご

提
出
い
た
だ
く
必
要
が
あ
り

ま
す
。
ま
た
、「
不
支
給
１
」
に

○
印
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
。

　

不
明
な
点
に
つ
い
て
は
、

管
轄
の
年
金
事
務
所
ま
で
お

問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

1.85％
2.35％

モデルハウス見学の様子

  １０％付きのプレミアム付き商品券（総額５５億円）

が新潟市内でも発行されましたが、現在取扱店を募集中

です。概要は下記のとおりとなりますが、取扱店を希望

される方は、プレミアム付き商品券実行委員会にお申し

込み下さい。

日　時  ７月１４日(火)１０：００～（予約制）

会　場  新津商工会議所

その他  申し込みされる方は、所定の借入申込書及び必要書類を公庫

        または商工会議所までご提出願います。

＜お問い合せ先＞  

        新津商工会議所（遠山、近藤、真野）又は、

        日本政策金融公庫国民生活事業（阿部、TEL025-246-2012）

　新津商工会議所では、会員の皆様並びにご家族・従業員・勤労者福祉共済

会員の方を対象に定期健康診断を実施いたします。この機会に是非受診いた

だき、皆様の健康管理にお役立てください。

【日  時】９月７日（月）～１０日（木）の計４日間

          ８:３０～１５:００（１１:３０～１３:００は除く）

【会　場】新津地域交流センター

　　　　　※会員の皆様には詳しいご案内を７月上旬に郵送致します。

【申し込み・問い合せ】

　　　　　新津商工会議所（TEL0250-22-0121）担当：牛田・鷲尾

◆参加資格／本市で小売・飲食・サービス業を営む店舗

◆募集期間／１１月３０日（月）まで

◆プレミアム付き商品券有効期間／６月中旬～１１月３０日(月)

◆問い合わせ

  プレミアム付き商品券実行委員会

　((協)新潟市商店連合会内）

　TEL025-246-4820　※月～金曜日午前９時～午後５時

※募集要項など詳しくは「新潟市元気創生プレミアム付き商品券」
　ホームページに掲載

URL：pre2015-niigata.gif10ken.com/

「新潟市元気創生プレミアム付き商品券」の「新潟市元気創生プレミアム付き商品券」の
取扱い店を募集中！取扱い店を募集中！

「新潟市元気創生プレミアム付き商品券」の
取扱い店を募集中！

新潟市元気創生

  専従者や従業員に給料を支給している青色事業者

のうち、納期特例の適用を受けている方々を対象に、

源泉所得税の事務相談会を開催いたします。

○日　時：７月６日(月）・７月７日(火)

　　　　　　９：００～１２：００

　　　　　１３：００～１６：００

○場　所：新津商工会議所  ３Ｆ

○相談料：無　料

○持参するもの

　・給与支払明細書

　・一人別源泉徴収簿　※参考までにＨ26年度分もお持ち下さい

   （平成27年１月～６月の上期分を記入してきて下さい)

  ・源泉所得税納付書

   （平成26年分決算書郵送時に同封の印字されたもの）

○主　催：新津商工会議所／新津中小企業相談所

○共　催：新津青色申告会

上期源泉税相談会開催上期源泉税相談会開催上期源泉税相談会開催
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日本政策金融公庫の　「一日公庫（相談会）」 を開催します

定期健康診断のご案内

勤労者財産形成制度普及事業について

  勤労者財産形成制度（以下「財形制度」）は大企業では広く普及しているもの

の、中小企業においては依然として普及は進んでおりません。しかし、中小企業

におきましても勤労者の福利厚生面の一層の充実を図るために、財形制度の普及

促進が望まれるところです。

　財形制度の導入により、会社は社内預金制度や社内融資制度に準じた制度を確

立することができ、人材の確保・定着に有利となります。一方、勤労者は各々の

ライフステージにおけるイベント（結婚、出産、マイホーム購入など）で必要と

なる資金を、給与天引きにより確実に

貯蓄することができます。財形貯蓄は

あくまでも勤労者個人のための貯蓄で

すが、これを自社の勤労者に利用して

もらうためには、会社が福利厚生の一

環として、財形制度を個別に導入して

いただく必要があります。

　そこで、当所では対象となる傘下事

業所に対し財形制度の普及促進を図る

べく「勤労者財産形成制度普及事業」

を実施する事となりました。

　今後、説明会や巡回訪問、アンケー

ト調査、啓蒙普及のためのパンフレッ

ト配布などを実施してまいります。

一般的な財形貯蓄制度導入までの流れ

取扱金融機関との相談

労使協定

金融機関との取り決め

社員への説明・募集

財形貯蓄スタート


